令和８年度 競争入札等参加資格者登録申請書
【 工事（機械設備を除く）専用 】
令和　　年　　月　　日

一般財団法人札幌市住宅管理公社 理事長 様

一般財団法人札幌市住宅管理公社発注の工事に係る競争入札等参加資格者としての登録を申請します。

なお、この申請書の記載事項・申出事項はすべて事実と相違ないことを誓約します。

	申　　請　　者　（本　店）
	所  在  地
	〒

	
	ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者役職名
及び氏名
	(役職)

(氏名)

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅメールアドレス※１
	

	登録を申請する工種
	別表２の中分類に　　　　　該当する１工種　　　　　　
※　等級区分が設けられている
  工種については、等級も記入
	中分類
	
	登録申請工種に係る
建設業許可
	一般建設業許可
特定建設業許可
※該当するものを○で囲むこと

	
	
	等級
	
	
	


※１　指名（見積）通知交付連絡をＥメールにより行いますので、確実に受信可能なＥメールアドレス
を１つのみ記入して下さい。「役務（一般サービス業）」と「工事・建設関連サービス」とで
Ｅメールアドレスを使い分けることはできません。
【申出事項】

当社は札幌市内に本店（建設業許可上の主たる営業所の所在地）を登録しております。
【申請資格及び登録条件】
登録できる工種（中分類）は、申請者が札幌市の競争入札参加資格者(工事・建設関連サービス・道路維持除雪)として登録されている中分類のうち、いずれか１工種のみ（等級区分が設けられている工種については、同一の等級に限る。）となります。また、「工事」と「設計・監理業」を重複して登録することはできません。
【添付書類】

・令和８年度札幌市競争入札参加資格認定通知書(工事・建設関連サービス・道路維持除雪)の写
〔登録有効期間に令和８年４月を含むもの〕
・使用印鑑届出書　Ｂ２票
・資本関係及び人的関係に関する申告書　Ｃ票
・電子契約利用申出書【電子契約の利用を希望する場合】【２０２６年１・２月に別途提出済 

みの場合は今回に限り不要とします。】 


   使用印鑑届出書
令和　　年　　月　　日

一般財団法人札幌市住宅管理公社 理事長 様

申請者（本店）
所　  在　  地
商号 又は 名称
代表者役職名・氏名

一般財団法人札幌市住宅管理公社との契約にあたり、使用印鑑を下記の通りお届けします。

なお、届出事項に変更があったときは、別に定める手続きにより必要な届出を行うこととし、新たに有効な届出がなされない限り、この届出書による届出事項はその効力を失わないものとします。
記

	使用印鑑押印欄※注１



※注１　使用印鑑押印欄には、入札書・契約書・請求書
等の契約にあたって使用する印鑑を押印してくだ
さい。

令和８年度 競争入札等参加資格者登録申請書
【 機械設備工事 及び 設計・監理専用 】
令和　　年　　月　　日
一般財団法人札幌市住宅管理公社 理事長 様

一般財団法人札幌市住宅管理公社発注の工事等に係る競争入札等参加資格者としての登録を申請します。

なお、この申請書の記載事項・申出事項はすべて事実と相違ないことを誓約します。

	申 請 者（本 店）
	所  在  地
	〒


	
	ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者役職名
及び氏名
	(役職)

(氏名)

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅメールアドレス※１
【契約締結権限等を委任する場合は記入不要】
	

	※２受任者（支店等）
	所　在　地
	〒


	
	支店等の名称
	

	
	受任者役職名　　　及び氏名
	(役職)

(氏名)

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅメールアドレス※１
	

	登録を申請する工種(業種)
	※　等級区分は記入不要
	登録申請する工種に係る　建設業許可
	一般建設業許可
特定建設業許可

※該当するものを○で囲むこと


※１　指名（見積）通知交付連絡をＥメールにより行いますので、確実に受信可能なＥメールアドレス
を１つのみ記入して下さい。「工事・建設関連サービス」と「役務（一般サービス業）」とで
Ｅメールアドレスを使い分けることはできません。
※２　契約締結権限等（入札・見積・開札及びこれに関する復代理人選任、契約締結、代金の請求・受
領等、契約に関する一切の権限）を委任する場合のみ記入してください。
【申請資格及び登録条件】

登録できる工種（業種）については、申請者が札幌市の競争入札参加資格者(工事・建設関連サービス・道路維持除雪)として登録されている中分類のうち、いずれか１工種（業種）のみとなり、「工事」と「設計・監理業」を重複して登録することはできません。
【添付書類】
・令和８年度札幌市競争入札参加資格認定通知書(工事・建設関連サービス・道路維持除雪)の写
〔登録有効期間に令和８年４月を含むもの〕

・使用印鑑届出書 兼 委任状　Ｂ３票
・資本関係及び人的関係に関する申告書　Ｃ票
・電子契約利用申出書【電子契約の利用を希望する場合】【２０２６年１・２月に別途提出済 

みの場合は今回に限り不要とします。】

使用印鑑届出書 兼 委任状
令和　　年　　月　　日

一般財団法人札幌市住宅管理公社 理事長 様

申請者（本店）
所　  在　  地
商号 又は 名称
代表者役職名・氏名　　
契約締結権限等を委任する者（受任者）※注1
所　  在　  地
支店等の名称　　　　　
受任者役職名・氏名　
一般財団法人札幌市住宅管理公社との契約にあたり、使用印鑑（契約締結権等を委任する場合については、受任者の役職名・氏名等を含む。）を下記の通りお届けします。

なお、届出事項に変更があったときは、別に定める手続きにより必要な届出を行うこととし、新たに有効な届出がなされない限り、この届出書（委任状）による届出（委任）事項はその効力を失わないものとします。
記

	使用印鑑押印欄※注２
（契約締結権限等を委任したときは受任者の印）



※注１　契約締結権限等（入札・見積・開札及びこれに
関する復代理人選任、契約締結、代金の請求・受
領等、契約に関する一切の権限）を委任する場合
のみ記入してください。
※注２　使用印鑑押印欄には、入札書・契約書・請求書
等の契約にあたって使用する印鑑（契約締結権限
等を委任するときは受任者の印鑑）を押印してく
ださい。
資本関係及び人的関係に関する申告書
令和　　年　　月　　日
　（あて先）一般財団法人札幌市住宅管理公社理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　所在地　
申請（申告）者　商号又は名称　
代表者職・氏名　
申請者と一定の資本関係及び人的関係（以下「特定関係」という。）のある会社等の有無について、次のとおり申告します。
１　資本関係又は人的関係がある会社等の有無　　　　（  有り ・ 無し  ）
　　※　申告対象となる会社等の範囲は、一般財団法人札幌市住宅管理公社競争入札等参加資格者である者（参加資格者登録申請をしようとする者を含む。）のみで可
 ※（　）内の該当するものを○で囲むこと。「無し」の場合は、これ以降の記入は不要
２　特定関係の内容　（申請者以外の会社等について記載）
	特定関係にある会社等の商号又は名称（人的関係については、役職・氏名）
	所在地
	代表者職・氏名
	区分※

	
	
	
	資本
人的

	
	
	
	資本
人的

	
	
	
	資本
人的

	
	
	
	資本
人的


　　　※「区分」欄のうち、「資本」は資本関係のある会社等、「人的」は人的関係のある会社等をいい、該当するものを○で囲むこと。記入欄が不足する場合は、この申告書を複数枚使用して記載し、代表者印で割印のうえ提出すること。
※ この申告書に記載された事項が事実と相違することが明らかになった場合には、一般財団法人札幌市住宅管理公社工事等参加資格者指名停止等措置要領の規定に基づき指名停止等の措置を行うことがあります。
【備考】
１　資本関係のある会社等
　⑴　親会社等と子会社等の関係にある場合　　　⑵　親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合
　※⑴・⑵とも、親会社等とは、会社法（平成17年法律第86号）第２条第４号に規定する親会社等を、子会社等とは会社法第２条第３号の規定による子会社等をいい、子会社等が更生会社又は民事再生手続中の会社等である場合を除く。
２　人的関係のある会社等
　⑴　一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合（会社等の一方が更生会社又は民事再生手続中の会社等である場合を除く。）
　　①　株式会社の取締役（ただし、監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役、指名委員会等設置会社における取締役、社外取締役及び定款の定めにより業務を執行しないこととされている取締役は除く。）
　　②　指名委員等設置会社の執行役
　　③　持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社）の社員（定款の定めにより業務を執行しないこととされている社員は除く。）
④　組合の理事
　　⑤　その他業務を執行する者であって、①から④に掲げる者に準ずる者
　⑵　一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
　⑶　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
　⑷　協同組合等とその構成員の場合


令和　　年　　月　　日
（宛先）一般財団法人札幌市住宅管理公社　理事長 様
所在地：　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　
代表者職氏名：　　　　　　
連絡先（電話）：　　　　　　
電　子　契　約　利　用　申　出　書
今後取り交わす契約について一般財団法人札幌市住宅管理公社と電子契約サービスを利用して契約を締結することに同意します。
　併せて、建設工事請負契約にあっては、本申出書に基づき電磁的記録に法令で定める措置を講じた場合は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１９条第１項及び第２項の規定による書面を交付したとみなすことについて、同意します。
電子契約締結に利用するメールアドレス等は次のとおりです。
【確認者１】 ※必須
	契約締結権限者
	氏名
	
	役職
	

	メールアドレス
	


※代表者自ら電子署名を行う、もしくは契約の締結に関する権限の委任を受けた者。
【確認者２】 ※任意（確認者１と同一のメールアドレス等は設定不可）
	契約事務担当者
	氏名
	
	役職
	

	メールアドレス
	


【留意事項】
１　本申出書には、押印は不要です。
２　建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法第１９条第１項及び第２項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置（①及び②参照）を講ずる方法により実施することについて相互に承諾するものとします。なお、本承諾後であっても、電磁的措置を講ずる方法により実施することを撤回する旨の申出があった場合、申出以降の建設工事の請負契約については書面を交付することとします。
① 電磁的措置の種類

コンピュータ・ネットワーク利用の措置
② 電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式

電子契約サービスを通じて、送信者が PDF ファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意することにより、電子認証局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバー上からダウンロード等により記録する方法
Ａ２票





捨　印


（代表者印）











代表者印





Ｂ２票





捨　印


（代表者印）





代表者印





Ａ３票





捨　印


（代表者印）











代表者印





Ｂ３票





捨　印


（代表者印）





代表者印





Ｃ票





代表


者印





Ｄ票








